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   鹿沼市市営住宅条例等の一部を改正する条例  

 （鹿沼市市営住宅条例の一部改正）  

第１条 鹿沼市市営住宅条例（平成９年鹿沼市条例第１３号）の一部を次のように

改正する。 

  第２条第９号中「第１条第３号」を「第１条第４号」に改める。  

  第６条第１項中「高齢者、身体障害者その他の特に居住の安定を図る必要があ

る者（第８条第２項において「高齢者等」という。）にあっては第２号から第５号

まで、」を削り、「被災者等にあっては」の次に「、第１号及び」を加え、同項第

１号中「親族（婚姻の届出をしないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者その

他婚姻の予約者を含む。以下同じ。）が」を「者がある場合にあっては、その者が

入居者の親族（婚姻の届出をしないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者その

他婚姻の予約者を含む。以下同じ。）で」に改め、同項に次の１号を加える。  

  (6) 現に同居し、又は同居しようとする者がない場合にあっては、身体上又は

精神上著しい障害があるために常時の介護を必要とし、かつ、居宅において

これを受けることができず、又は受けることが困難であると認められる者で

ないこと。 

  第６条第２項を削り、同条第３項第１号ア中「障害者基本法」の次に「（昭和  

４５年法律第８４号）」を加え、同ア(ｱ)中「前項第２号アに規定する程度」を「身

体障害者福祉法施行規則（昭和２５年厚生省令第１５号）別表第５号の１級から

４級までのいずれかに該当する程度」に改め、同ア(ｲ)中「精神障害 精神保健及

び精神障害者福祉に関する法律施行令」を「精神障害（知的障害を除く。以下同

じ。）  精神保健及び精神障害者福祉に関する法律施行令（昭和２５年政令第  



１５５号）」に改め、同号イを次のように改める。 

   イ 次のいずれかに該当する者  

    (ｱ) 戦傷病者特別援護法（昭和３８年法律第１６８号）第２条第１項に規

定する戦傷病者でその障害の程度が恩給法（大正１２年法律第４８号）

別表第１号表ノ２の特別項症から第６項症まで又は同法別表第１号表

ノ３の第１款症であるもの  

    (ｲ) 原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律（平成６年法律第１１７号）

第１１条第１項の規定による厚生労働大臣の認定を受けている者  

    (ｳ) 海外からの引揚者で本邦に引き揚げた日から起算して５年を経過し

ていないもの 

    (ｴ) ハンセン病療養所入所者等に対する補償金の支給等に関する法律（平

成１３年法律第６３号）第２条に規定するハンセン病療養所入所者等 

  第６条中第３項を第２項とする。  

  第６条第４項中「第２号から第５号まで」を削り、同項第１号ただし書中   

「かんがみ」を「鑑み」に、「前項第２号から第４号までに掲げる者又は同項第２

号に規定する程度の障害がある者」を「次のいずれかに該当する者」に改め、同

号に次のように加える。 

   ア 障害者基本法第２条第１号に規定する障害者でその障害の程度が (ｱ)か

ら(ｳ)までに掲げる障害の種類に応じ、それぞれ (ｱ)から(ｳ)までに定める

程度であるもの 

    (ｱ) 身体障害 前項第１号ア(ｱ)に規定する程度 

    (ｲ) 精神障害  精神保健及び精神障害者福祉に関する法律施行令第６条 

第３項に規定する１級から３級までのいずれかに該当する程度  

    (ｳ) 知的障害 (ｲ)に規定する精神障害の程度に相当する程度  

   イ 前項第１号アに規定する程度の障害がある者  

   ウ 前項第１号イ(ｱ)に該当する者 

   エ 前項第１号イ(ｲ)に該当する者 

  第６条中第４項を第３項とする。  

  第６条第５項中「第２項ただし書」を「第１項第１号」に改め、同項を同条第

４項とする。 

  第８条第２項中「（高齢者等にあっては、同項第２号から第５号まで）」を削り、

同条第３項中「第２９条第１項」を「第３９条第１項」に改める。 

  第１０条第４項中「第１項に規定する者で次の各号に掲げる者のうち、市長が

定める要件を備え、かつ、」を「心身障害者その他の規則で定める者で」に、「必



要がある者」を「必要があるもの」に、「前２項」を「前３項」に改め、同項各号

を削る。 

  第１３条中第６項を第７項とし、第３項から第５項までを１項ずつ繰り下げ、

第２項の次に次の１項を加える。  

３ 第１項第１号の規定にかかわらず、家賃債務保証業者（賃貸住宅の賃借人の

委託を受けて当該賃借人の家賃等の支払に係る債務（以下この項において「家

賃債務」という。）を保証することを業として行う者をいう。以下同じ。）のう

ち、市長が適当と認めるものと家賃等に関する保証委託契約（家賃債務保証業

者が賃借人の家賃債務を保証することについて当該賃借人が委託することを

内容とする契約をいう。）を締結した入居決定者については、当該保証委託契約

を締結したことを証する書面の提出をもって同号の市営住宅入居請書の連帯

保証人の連署に代えることができる。 

  第１４条第３項中「とき」の次に「又は連帯保証人を変更しようとするとき」

を加える。 

  第１６条中「第１１条」を「第１２条」に改める。  

  第１８条第２項中「第８条」を「第７条」に改める。  

  第２５条第２項中「き損した」を「毀損した」に改める。  

  第４２条及び第４３条中「第１１条」を「第１２条」に改める。  

  第４５条第１項第３号中「き損した」を「毀損した」に改める。  

  第４６条第１項中「社会福祉法人、地方公共団体、医療法人、一般社団法人又

は一般財団法人」を「社会福祉法（昭和２６年法律第４５号）第２２条に規定す

る社会福祉法人及び公営住宅法第４５条第１項の事業等を定める省令（平成８年

厚生省、建設省令第１号）第２条に規定する者」に、「障害者の日常生活及び社会

生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号）第５条第１５

項に規定する共同生活援助を行う事業」を「同令第１条に規定する事業」に、「認

める場合においては」を「認める場合は」に改める。  

  第６５条第１項第３号中「き損した」を「毀損した」に改める。  

 （鹿沼市市営従業員用住宅条例の一部改正）  

第２条 鹿沼市市営従業員用住宅条例（平成１７年鹿沼市条例第７０号）の一部を

次のように改正する。 

  第１１条第１項第１号を次のように改める。  

  (1) 入居決定者と連帯保証人の連署する市営従業員用住宅入居請書を提出す

ること。 

  第１１条中第４項を第６項とし、同条第３項中「第１項又は前項」を「第１項



又は第２項」に改め、同項を同条第５項とし、同条第２項の次に次の２項を加え

る。 

 ３ 第１項第１号の規定にかかわらず、家賃債務保証業者（賃貸住宅の賃借人の

委託を受けて当該賃借人の家賃等の支払に係る債務（以下この項において「家

賃債務」という。）を保証することを業として行う者をいう。以下同じ。）のう

ち、市長が適当と認めるものと家賃等に関する保証委託契約（家賃債務保証業

者が賃借人の家賃債務を保証することについて当該賃借人が委託することを

内容とする契約をいう。）を締結した入居決定者については、当該保証委託契約

を締結したことを証する書面の提出をもって同号の市営従業員用住宅入居請

書の連帯保証人の連署に代えることができる。 

 ４ 市長は、特別の事情があると認める者に対しては、第１項第１号の規定によ

る請書に連帯保証人の連署を必要としないこととすることができる。 

  第２０条第１項中「第１１条第３項」を「第１１条第５項」に改める。  

 （鹿沼市市営若年勤労者用住宅条例の一部改正）  

第３条 鹿沼市市営若年勤労者用住宅条例（平成２１年鹿沼市条例第３９号）の一

部を次のように改正する。  

  第６条第１号中「配偶者」の次に「（婚姻の届出をしないが事実上婚姻関係と同

様の事情にある者その他婚姻の予約者を含む。以下同じ。）」を加え、同条第５号

を削り、同条中第６号を第５号とする。  

  第１１条第１項第１号を次のように改める。  

  (1) 入居決定者と連帯保証人の連署する市営若年勤労者用住宅入居請書を提

出すること。 

  第１１条中第４項を第６項とし、同条第３項中「第１項又は前項」を「第１項

又は第２項」に改め、同項を同条第５項とし、同条第２項の次に次の２項を加え

る。 

 ３ 第１項第１号の規定にかかわらず、家賃債務保証業者（賃貸住宅の賃借人の

委託を受けて当該賃借人の家賃等の支払に係る債務（以下この項において「家

賃債務」という。）を保証することを業として行う者をいう。以下同じ。）のう

ち、市長が適当と認めるものと家賃等に関する保証委託契約（家賃債務保証業

者が賃借人の家賃債務を保証することについて当該賃借人が委託することを

内容とする契約をいう。）を締結した入居決定者については、当該保証委託契約

を締結したことを証する書面の提出をもって同号の市営若年勤労者用住宅入

居請書の連帯保証人の連署に代えることができる。 

 ４ 市長は、特別の事情があると認める者に対しては、第１項第１号の規定によ



る請書に連帯保証人の連署を必要としないこととすることができる。 

  第２０条第１項中「第１１条第３項」を「第１１条第５項」に改める。  

   附 則 

 この条例は、令和６年４月１日から施行する。  


